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製造業の成長には人材育成が不可欠。県内のものづくり企業の人材育成の取組を支援

１．中小企業中核技術者育成事業

中堅、若手技術者を対象に先進技術などを学ぶ集合研修を実施

・２０回程度 / 年

２．ものづくり企業人材育成支援事業

県内に事業所を有する製造業を営む中小企業が熟練技能者などを若手社員の指導者として活用する際の経費を助成

・ 補助率 ２／３（上限額１０千円 / 時間 かつ 600千円 / 年 / 社 ）

３．ものづくり技術人材バンク運営事業

退職等した熟練技能者の情報を集約し、指導者を必要とする企業へ情報を提供

・ しまねものづくり技術人材バンク 登録者数 ６２名

４．ものづくり人材長期派遣研修支援事業

社員を大学、職業訓練機関、企業へ派遣して行う３ヶ月以上（上限２年）の長期研修を支援

・ 補助率 １／２（上限額 2,000千円 / 年 / 社 ）

５．ものづくり新人育成研修事業

若手技術者の育成のため、製造の現場において必要となる実践的な基礎知識の習得、先進企業視察などを年間シリーズ

のセミナーとして開催

・ 年６回のセミナーをシリーズで開催

しまねものづくり人財育成促進事業業
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４．IT人材育成支援事業（IT技術者向け）

・ IT技術者を対象にビジネスシーンで求められる基礎

的なスキルや高度技術の習得を目的とした実践的

な講座を開催

５．新規事業プロデューサー養成講座

・ ITを活用したサービス創出に必要なビジネススキルを

習得のための人材育成講座

２

IT産業を担う人材の育成・確保を支援

１．小学生Ruby教室

・ 小学生のプログラミング体験会

・ 夏休みに県内７会場で開催（奥出雲、 雲南、江津、

浜田、益田、大田、隠岐）

２．Ruby合宿

・ IT企業への就職を考えている学生等を対象とした4泊

5日のRuby合宿を開催（年２回）

３．地域ＩＴ人材育成強化支援事業

IT企業との連携による実践的なIT授業の構築

［ 効 果 ］
・ IT企業からプロの仕事を学びキャリア形成を動機付け
・ 実践的な授業による学習意欲向
・ ITエンジニアと教員のコラボ・創意工夫

［ 実施教育機関 ］
・島根大学、松江高専
・専門高校（情報科学、松江商業、松江工業、
出雲商業、仁摩、浜田商業、隠岐）
・出雲コアカレッジ

◯ オープンソースソフトウエア及び最新技術に関する講座
◯ その他、情報通信技術一般講座

～ ビジネス×IT
スキル習得～

＋

IT企業

講 座

I T ス キ ル

製造業等

プロデューサー
の育成

新事業の創出

企業収益の
高付加価値化ビジネススキル



「しまねツーリズムゼミ」の主なカリキュラム

おもてなしマナー講座 サービス業向けインバウンド講座
（英語圏、中国圏）

観光業の徹底集客術
～販売戦略～

SNS活用講座
（初級・中級・上級）

観光業の徹底集客術
～成功事例から学ぶ戦術～

リサーチのDX化

観光業界のキ－パ－ソンの心得 顧客サービスのDX化

サービス業向け会計講座 働き方改革につなげるRPA講座

３

島根県観光人材育成事業（しまねツーリズムゼミ）

宿泊・観光施設では人材の確保・スキルアップが喫緊の課題。観光業に必要とさ
れる技能・知識の習得、宿泊・観光施設への就職促進、観光業の次世代を担う人
材の育成を図る

(1) 対 象
離職者やＵＩターン希望者、観光業での
就業者など

(2) 受講方法
e-ラーニングシステムを活用したオンデ
マンドセミナー

(3) 内 容
１５０タイトル以上が無料で見放題

※ 令和３年度実績

登録企業 ５７社

受講登録者 ７０３名



１．現状・課題と今後の検討の方向性

⑴ 県内中小企業におけるデジタル化の現状と課題（帝国データバンク調査より）

○ 取り組んでいる企業が少ない（１３．７％）（全国平均１５．７％）

・取り組み内容も、「オンライン会議設備導入」「ペーパーレス化」、「SNSを活用した情報発信」など初期段階にとどまる

・「既存製品サービスの高付加価値化」「新規製品・サービスの創出」など本格的な取り組みは少数。

【方向性】

○「必要なスキルやノウハウがない」「対応できる人材がいない」が多い

・課題に、専門知識・人材の不足を挙げる企業が約半数

・既存システムの改修を含め、必要となる一定規模の投資に対する効果や収益が見込めないと言った声

【方向性】

⑵ デジタル化推進施策の整理

〇 推進施策は業種・分野・進度ごとに多く存在しているものの、事業者から「わかりにくい／使いにくい」という声がある

【方向性】

２．推進チームの設置（R4.4月）

参事をリーダー、中小企業課調整監をサブリーダーとし、部内各課および産業技術センターから１名程度を選出してチームを構成

県内中小企業のデジタル化の状況や支援施策の現状・課題の分析と、今後の施策について検討

県内中小企業のデジタル化の推進
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① デジタル化の必要性を理解し、具体的（業務効率化など）に取り組む経営者を増やす
② 本業の生産性向上や新ビジネスを生み出すような取り組みの促進

① 教育委員会や他部局との連携により、デジタル技術に関する知識を備えた人材輩出の強化
② 社内でのデジタル人材育成の促進

① 新規施策策定の要否を含め、国・県の既存施策を整理



令和4年度デジタル関連人材育成施策マップ

５

（参考）国の取組～デジタル田園都市国家構想関連施策の全体像抜粋 (2) デジタル人材の育成・確保～
地域で活躍するデジタル推進人材を2022年度からの５年間で、政府の各種施策を通じて230万人を確保する。その際、政府において2022年度末までに年間25万
人、2024年度末までに年間45万人のデジタル推進人材を育成できる体制を段階的に構築する。(中略)これを実現するため、デジタル人材育成プラットフォーム、
職業訓練及び大学等における教育(リカレント教育を含む）を中心に、各種施策を連携させながらデジタル人材の育成に取り組む。

在
職
者
向
け

求
職
者
向
け

育成・確保したい人材像

デジタル利活用人材 ＩＴ技術者

在職者の職業訓練事業 [当初 1,000千円]

学卒者等の職業訓練事業 [当初 10,989千円]
・Webデザイン科

中小企業中核技術者育成事業 [当初 500千円]
・鋳造関連産業向けＩоＴ基礎

高専との連携による企業のデジタル化技術高度化推進事業 ・リカレント教育実施のための設備導入費等（～R８年度まで） [R3.9補 35,980千円]

ＩＴ人材確保促進支援事業～しまねＩＴ産業振興事業～

・IT WORKS＠島根（転職支援サービス） [当初 36,350千円]
・登録者のフォロー、新規登録者の拡大 [９補 20,000千円]

ＩＴ人材育成支援事業～しまねＩＴ産業振興事業～

[当初 6,500千円]
・「業界が求める」ＩＴ人材育成

離職者等の職業訓練事業 [当初 19,008千円]
・ＩＴ学科、システムエンジニアコース

観光産業人材育成事業 [当初 10,000千円]

離職者等の職業訓練事業 [当初 12,375千円]
・ＩＴビジネスコース、ＩＴ資格コース

しまねソフト研究開発センター(ITOC)の運営[当初 29,418千円]
～高度IT技術者の集積を目指しエンジニアの研鑽の場を提供

・ITエンジニア向け研修、事業アイデア創出の機会提供 等

デジタル技術導入促進事業～ものづくり産業総合支援事業～

・経営者向け啓発セミナーなど [当初 ３,300千円]

専門人材確保事業～産業人材確保対策事業～ [当初 23,728千円]
・プロフェッショナル人材戦略拠点

ー

高等技術校による職業訓練・セミナー

若年者県内就職促進事業 [当初 421,529千円]
・（高校生、県内・県外大学生等向け）セミナー・相談会、インターンシップ支援、合同企業説明会など

文系IT人材確保支援事業
・文系学生にプログラミング等を学ぶ機会を提供 [９補 10,000千円]



６

中心的役割を担って社内のデジタル化を推進できる人材を育成するために、オンラインでのデジタル関連講座の
受講を支援（県が認定した講座を受講、上限３ライセンス/社、一部企業負担あり ）

中小企業デジタル人材育成支援事業 ～R4.9補正予算～



県内企業の再投資の推進

県外企業の新規立地の推進 中山間地域等への企業立地の推進

本県の産業の高度化及び雇用機会の増大を図り、
もって広く定住の促進に寄与する (第１条目的)

島根県企業立地促進条例（制定：平成４年島根県条例第23号）

【取組の方向】

島根創生計画
（Ｒ2～Ｒ６年度）

県外からの新規立地は、地域経済を牽引する業を生
み出す重要な取組であり、地域特性や資源を活用し
た誘致活動、立地環境の整備等により、今後も重点
的に推進

地元企業や県外から立地した企業の再投資について、県内産業の競争力の強化に向け
て支援

特に長年にわたって県内の産業や雇用を支えている地元企業に対しては、要件の緩和
等を行い、更に支援を強化

企業立地による経済効果や雇用創出効果が県全体に波及
するよう、中山間地域等に特化した優遇制度等により、
中山間地域等への企業立地を推進

関係市町村と連携し、需要が高いＩＴ関連などの事務系
業種を誘致

【対象業種】
製 造 業 ソ フ ト 産 業

７

企業立地の促進



８

※ 左記は認定企業の一部。
赤枠はIT系企業




